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(57)【要約】
【課題】塵埃等による誤検出を抑制し、ロープ揺れ幅を
高精度に検出し、ロープとの接触に起因した昇降路機器
の損傷を未然に防ぐことのできるエレベータのロープ揺
れ検出装置を得る。
【解決手段】かご（２）と巻上機（５）との間において
ロープ（６）を囲うように配置され、ロープに水平方向
の揺れが発生した際にロープと接触することで、接触圧
および接触方向をそれぞれ検出する複数の接触圧検出器
（１０）を備えることで、複数の接触圧検出器による検
出結果に基づいて昇降路内でのロープの水平方向の最大
揺れ幅を算出し、算出結果に応じてかごを移動させるこ
とで、ロープの揺れ幅を抑制することを可能とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　かごと巻上機との間においてロープを囲うように配置され、前記ロープに水平方向の揺
れが発生した際に前記ロープと接触することで、接触圧および接触方向をそれぞれ検出す
る複数の接触圧検出器
　を備えるエレベータのロープ揺れ検出装置。
【請求項２】
　前記複数の接触圧検出器による検出結果に基づいて、前記複数の接触圧検出器が設置さ
れている位置における前記ロープの前記水平方向の揺れ幅を推定し、前記かごと前記巻上
機との間における前記ロープの長さおよび推定した前記揺れ幅から、前記かごと前記巻上
機との間における前記ロープの前記水平方向の最大揺れ幅を算出し、算出した前記最大揺
れ幅があらかじめ規定された許容範囲を超えている場合には、前記ロープが昇降路機器と
干渉するおそれがあると判断するコントローラ
　をさらに備える請求項１に記載のエレベータのロープ揺れ検出装置。
【請求項３】
　前記コントローラは、エレベータの運行制御を行うエレベータ制御装置であり、前記最
大揺れ幅が前記許容範囲を超えていると判断した場合には、前記ロープの揺れ幅が抑制さ
れる位置にかごを移動させる
　請求項２に記載のエレベータのロープ揺れ検出装置。
【請求項４】
　エレベータの運行制御を行うエレベータ制御装置により実行されるエレベータのロープ
揺れ抑制制御方法であって、
　かごと巻上機との間においてロープを囲うように配置され、前記ロープに水平方向の揺
れが発生した際に前記ロープと接触することで、接触圧および接触方向をそれぞれ検出す
る複数の接触圧検出器による検出結果に基づいて、前記複数の接触圧検出器が設置されて
いる位置における前記ロープの前記水平方向の揺れ幅を推定する第１ステップと、
　前記かごと前記巻上機との間における前記ロープの長さおよび前記第１ステップで推定
された前記揺れ幅から、前記かごと前記巻上機との間における前記ロープの前記水平方向
の最大揺れ幅を算出する第２ステップと、
　前記第２ステップで算出された前記最大揺れ幅があらかじめ規定された許容範囲を超え
ているか否かを判断する第３ステップと、
　前記第３ステップにおいて前記最大揺れ幅が前記許容範囲を超えていると判断した場合
には、前記ロープの揺れ幅が抑制される位置にかごを移動させる第４ステップと
　を有するエレベータのロープ揺れ抑制制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主ロープの揺れ幅を検出し、主ロープとの接触に起因した昇降路機器の損傷
を未然に防ぐエレベータのロープ揺れ検出装置およびエレベータのロープ揺れ抑制制御方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のエレベータのロープ揺れ検出装置は、振動式や光学式の非接触方式により、ロー
プの振動量を検出する構成を備えている（例えば、特許文献１、２参照）。
【０００３】
　特許文献１は、非接触変位センサで検出したロープの横振動に基づいて、駆動指令を演
算する。そして、演算した駆動指令に基づいてロープに張力変動を与えることで、ロープ
の横振動をより確実に低減することができる。
【０００４】
　また、特許文献２は、乗りカゴに取り付けられ、かつ、昇降路内に存在する物体を非接
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触で検出する昇降路内物体検出部を用いることにより、ロープの揺れ、ロープの引っ掛か
りなどの異常を確実に検出することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】ＷＯ２０１０／０１３５９７号公報
【特許文献２】特開２０１３－２０３４９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来技術には、以下のような課題がある。
　従来のエレベータのロープ揺れ検出装置は、上述したように、非接触方式を採用してロ
ープ揺れ検出を行っている。このため、塵埃等により誤検出するおそれがあるという問題
点があった。
【０００７】
　本発明は、前記のような課題を解決するためになされたものであり、塵埃等による誤検
出を抑制し、ロープ揺れ幅を高精度に検出し、ロープとの接触に起因した昇降路機器の損
傷を未然に防ぐことのできるエレベータのロープ揺れ検出装置およびエレベータのロープ
揺れ抑制制御方法を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係るは、エレベータのロープ揺れ検出装置は、かごと巻上機との間においてロ
ープを囲うように配置され、ロープに水平方向の揺れが発生した際にロープと接触するこ
とで、接触圧および接触方向をそれぞれ検出する複数の接触圧検出器を備えるものである
。
【０００９】
　また、本発明に係るエレベータのロープ揺れ抑制制御方法は、エレベータの運行制御を
行うエレベータ制御装置により実行されるエレベータのロープ揺れ抑制制御方法であって
、かごと巻上機との間においてロープを囲うように配置され、ロープに水平方向の揺れが
発生した際にロープと接触することで、接触圧および接触方向をそれぞれ検出する複数の
接触圧検出器による検出結果に基づいて、複数の接触圧検出器が設置されている位置にお
けるロープの水平方向の揺れ幅を推定する第１ステップと、かごと巻上機との間における
ロープの長さおよび第１ステップで推定された揺れ幅から、かごと巻上機との間における
ロープの水平方向の最大揺れ幅を算出する第２ステップと、第２ステップで算出された最
大揺れ幅があらかじめ規定した許容範囲を超えているか否かを判断する第３ステップと、
　第３ステップにおいて最大揺れ幅が許容範囲を超えていると判断した場合には、ロープ
の揺れ幅が抑制される位置にかごを移動させる第４ステップとを有するものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、接触方式によりロープ揺れ幅を検出するとともに、ロープの揺れ幅が
許容範囲よりも大きくなるとロープの揺れ幅が抑制される位置へかごを移動させることの
できる構成を備えている。この結果、塵埃等による誤検出を抑制し、ロープ揺れ幅を高精
度に検出し、ロープとの接触に起因した昇降路機器の損傷を未然に防ぐことのできるエレ
ベータのロープ揺れ検出装置およびエレベータのロープ揺れ抑制制御方法を得ることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施の形態１におけるエレベータのロープ揺れ検出装置の取付位置を示
す説明図である。
【図２】本発明の実施の形態１におけるエレベータのロープ揺れ検出装置の詳細構成を示
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した図である。
【図３】本発明の実施の形態１におけるエレベータ制御装置で実行されるロープ揺れ制御
の一連処理に関するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明のエレベータのロープ揺れ検出装置およびエレベータのロープ揺れ抑制制
御方法の好適な実施の形態につき、図面を用いて説明する。
【００１３】
　実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１におけるエレベータのロープ揺れ検出装置の取付位置を
示す説明図である。図１に示すように、昇降路１内には、かご２および釣合錘３が設けら
れている。また、昇降路１の上部に設けられた機械室４には、巻上機５が設けられている
。
【００１４】
　かご２および釣合錘３は、巻上機５に巻回されたロープ６により、昇降路１内に吊り下
げられている。そして、かご２および釣合錘３は、巻上機５の駆動により、昇降路１内を
反対方向に昇降される。
【００１５】
　巻上機５は、機械室４に設置されたエレベータ制御装置７により駆動される。エレベー
タ制御装置７は、巻上機５の駆動を制御することで、かご２および釣合錘３の運転を制御
している。
【００１６】
　さらに、図１に示した本実施の形態１におけるエレベータのロープ揺れ検出装置１０は
、かご２の上方、および巻上機５の近傍の２箇所に配置されている。
【００１７】
　なお、エレベータのロープ揺れ検出装置１０は、この図１に示した２箇所の配置構成に
限定されず、かご２の上方または巻上機５の近傍のいずれか一方に設ける構成とすること
もできる。また、ロープ揺れ検出装置１０を、かご２と巻上機との間において、１箇所以
上に配置することもできる。
【００１８】
　図２は、本発明の実施の形態１におけるエレベータのロープ揺れ検出装置１０の詳細構
成を示した図である。図２に示すように、本実施の形態１におけるロープ揺れ検出装置１
０は、ロープ６を囲うように配置された複数の接触圧検出器１１を備えて構成されている
。
【００１９】
　複数の接触圧検出器１１のそれぞれは、ロープ６の揺れが起こった際に、ロープ６が接
触することで生じる接触圧と接触方向を検出する。そして、エレベータ制御装置７は、複
数の接触圧検出器１１のそれぞれによる接触圧および接触方向の検出結果を取得する。
【００２０】
　さらに、エレベータ制御装置７は、取得した検出結果から、昇降路内でのロープ６の水
平方向における最大揺れ幅を算出し、算出したロープ６の最大揺れ幅が昇降路機器と干渉
する許容範囲を超えたと判断した場合には，かご２をロープ６の揺れ幅が抑制される位置
へ移動させる。
【００２１】
　ロープ６は、建物揺れとの共振によって大きく振られ、昇降路内に設置されている昇降
路機器（例えば、昇降路内壁面に設置されている着床検出プレートの取付腕）に引っ掛か
るおそれがある。このとき、ロープ６が昇降路機器に引っ掛かった状態のままかご２を昇
降させると、機器の破損を招き、乗客がかご２内に閉じ込められる事象が生じるおそれが
ある。
【００２２】
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　また、機器の破損により、エレベータの復旧に長時間を要する事象が生じるおそれがあ
る。なお、地震だけでなく、強風によっても、あるいは、かごの乗車人数によっても、同
様のロープ揺れの事象が発生するおそれがある。
【００２３】
　ここで、ロープ６の水平方向の揺れは、エレベータが設置される建物の固有振動数、お
よび巻上機５からかご２の上部までのロープ６の長さの影響を受ける。そこで、エレベー
タ制御装置７は、設置環境に応じて、ロープ長さに相当するかごの停止位置と、ロープ６
の揺れ幅との対応関係を揺れ特性テーブルとして、実測またはシミュレーションにより求
め、あらかじめ記憶部に記憶させておく。
【００２４】
　そして、エレベータ制御装置７は、複数の接触圧検出器１１から取得した接触圧と揺れ
方向のデータから、ロープ揺れ検出装置１０の位置における水平方向の揺れ幅を推定する
ことができる。さらに、エレベータ制御装置７は、推定した揺れ幅と記憶部に記憶された
揺れ特性テーブルとから、現状のかご停止位置での、昇降路内でのロープ６の水平方向の
最大揺れ幅を算出する。
【００２５】
　そして、エレベータ制御装置７は、算出したロープ６の最大揺れ幅が昇降路機器と干渉
しない許容範囲を超えたと判断した場合には，記憶部に記憶された揺れ特性テーブルから
、揺れ幅を低減できるかごの停止位置を特定し、かご２を移動させることができる。
【００２６】
　要約すると、エレベータ制御装置７は、複数の接触圧検出器１１から取得した検出結果
に基づいて、かご２と巻上機５との間におけるロープ６の現状の長さから算出された最大
揺れ幅が許容範囲内にないと判断した場合には、揺れ幅が抑制される位置にかごを速やか
に移動させることで、ロープ６と昇降路機器との干渉を未然に防止することができる。す
なわち、エレベータ制御装置７は、かご２を移動させてロープ６の現状の長さを変えるこ
とで、揺れ幅の抑制を図ることとなる。
【００２７】
　なお、エレベータ制御装置７は、記憶部に記憶された揺れ特性テーブルについて、エレ
ベータの設置環境における環境データをさらに関連付けて、環境データごとに個別の揺れ
特性テーブルをあらかじめ記憶させておくことで、あるいは基準となる１つの揺れ特性テ
ーブルのデータに対して環境データによる補正係数を乗算することで、環境データを考慮
した揺れ幅を特定することが可能となる。
【００２８】
　ここで、環境データは、設置環境における風向きおよび風力のデータ、地震による建物
揺れのデータ、乗客人数に応じたかご揺れのデータなどに相当し、エレベータ制御装置７
は、このような環境データを考慮して、揺れ幅を特定することができる。
【００２９】
　次に、エレベータ制御装置７により実行されるエレベータのロープ揺れ抑制制御方法に
ついて、フローチャートに基づいて説明する。図３は、本発明の実施の形態１におけるエ
レベータ制御装置で実行されるロープ揺れ抑制制御の一連処理に関するフローチャートで
ある。
【００３０】
　まず、ステップＳ３０１において、エレベータの設置環境に応じた揺れ特性テーブルを
あらかじめ記憶部に記憶させておく。この揺れ特性テーブルとしては、上述したように、
環境データごとに個別に記憶させておくことができる。あるいは、環境データによる補正
係数を掛けることを前提に、基準となる１つの揺れ特性テーブルを記憶させておくことも
できる。
【００３１】
　また、揺れ特性テーブルの代わりに、巻上機５からかご２の上部までのロープ６の長さ
、および環境データを用いてロープ６の揺れ幅を算出するための演算式を用いることも可
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【００３２】
　次に、ステップＳ３０２において、エレベータ制御装置７は、複数の接触圧検出器１１
の検出結果として、それぞれの検出器により検出された接触圧および揺れ方向を取得する
。なお、ステップＳ３０２における取得処理は、常時実行する代わりに、設置環境におけ
る風向きおよび風力のデータ、地震による建物揺れのデータ、乗客人数に応じたかご揺れ
のデータなどに基づいて、揺れが発生していると判断されるときのみ実行することもでき
る。
【００３３】
　次に、ステップＳ３０３において、エレベータ制御装置７は、複数の接触圧検出器１１
の検出結果から、複数の接触圧検出器１１が設置された位置における揺れ幅を推定する。
【００３４】
　次に、ステップＳ３０４において、エレベータ制御装置７は、ステップＳ３０１で記憶
部に記憶させておいた揺れ特性テーブルまたは演算式と、ステップＳ３０３で推定された
揺れ幅と、現在のかご停止位置とから、昇降路１内におけるロープ６の最大揺れ幅を算出
する。
【００３５】
　なお、ステップＳ３０３における揺れ幅の推定処理、およびステップＳ３０４における
最大揺れ幅の算出処理を行う際に、エレベータ制御装置７は、環境データを考慮して実行
することも可能である。
【００３６】
　次に、ステップＳ３０５において、エレベータ制御装置７は、ステップＳ３０４で算出
された最大揺れ幅が、昇降路１内に設置された昇降路機器と干渉しない値としてあらかじ
め設定された許容範囲内であるか否かを判断する。
【００３７】
　そして、エレベータ制御装置７は、最大揺れ幅が許容範囲内である場合には、昇降路機
器とロープ６が干渉することがないと判断し、一連処理を終了する。
【００３８】
　また、エレベータ制御装置７は、最大揺れ幅が許容範囲内でない場合には、昇降路機器
とロープ６が干渉するおそれがあると判断し、ステップＳ３０６に進む。そして、ステッ
プＳ３０６において、エレベータ制御装置７は、記憶部に記憶された揺れ特性テーブルま
たは演算式を参照し、最大揺れ幅が許容範囲内となるロープ長さに対応するかご位置を特
定し、特定したかご位置に対してかご２を移動させる。
【００３９】
　以上のように、実施の形態１によれば、接触方式によりロープ揺れ幅を検出するととも
に、ロープの揺れ幅が許容範囲よりも大きいと判断した場合には、ロープの揺れ幅が抑制
される位置へかごを移動させることのできる構成を備えている。この結果、塵埃等による
誤検出を抑制し、ロープ揺れ幅を高精度に検出し、ロープとの接触に起因した昇降路機器
の損傷を未然に防ぐことのできるエレベータのロープ揺れ検出装置およびエレベータのロ
ープ揺れ抑制制御方法を実現できる。
【符号の説明】
【００４０】
　１　昇降路、２　かご、３　釣合錘、４　機械室、５　巻上機、６　ロープ、７　エレ
ベータ制御装置、１０　ロープ揺れ検出装置、１１　接触圧検出器。
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